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環境と調和した社会の実現                       ●成果の活用事例
 

管理型廃棄物埋立護岸設計・施工・ 

管理マニュアル（改訂版）の発行 
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（キーワード） 管理型廃棄物埋立護岸、廃棄物最終処分、遮水工、フェイルセーフ、港湾基準との整合 

 

 １．背景 

我が国、特に、大都市圏は廃棄物の最終処分を

海面処分場に依存している。海面廃棄物最終処分

場は、港湾施設である廃棄物埋立護岸として整備

され、廃棄物処分完了後は貴重な港湾空間として

有効活用が図られてきた。一方、廃棄物の適正処

理の推進や安全性向上を目的として1998年に廃棄

物処理法に基づく最終処分場の技術基準が改正さ

れ、最終処分場の遮水性能等の基準が導入された

が、海面処分場に適用する際の考え方が不明確な

部分も残されていた。「管理型廃棄物埋立護岸設

計・施工・管理マニュアル」は、海面処分場の特

性（図－１参照）を反映した廃棄物基準の解釈・

適用方法、その他の配慮事項などをとりまとめて

2000年に発行され、幅広く使われてきた。 

２．マニュアル改訂のポイント 

マニュアル改訂版は、国土交通省港湾局・国総

研・港湾空港技術研究所が中心となり学識経験者、

環境省、国立環境研究所を交え、検討を進め、2008

年8月に(財)港湾空間高度化環境研究センターか

ら発行された。改訂のポイントは以下のとおりで

ある。 

(1)フェイルセーフ機能の強化 

 遮水工の信頼性向上を図るため、遮水工が損傷

を受けた場合等を想定したフェイルセーフ（安全

装置）付加の義務化。フェイルセーフには、遮水

工に直接付加するバックアップ機能、水位管理に

よる移流抑制、検査・モニタリング機能等が考え

られる（図－２参照）。 

(2)関係法令の適用関係の明確化 

港湾法、公有水面埋立法、廃棄物処理、海洋汚

染防止法等に加え、新たに導入された跡地利用に

係る新たな規制への対応も含め、適用関係を整理。 

(3)新港湾基準への対応 

2007年の「港湾の施設の技術上の基準」改正に

より、性能設計法が導入され、廃棄物埋立護岸も

新たに対象施設に追加されたことに対応。 

(4)新しい技術開発への対応 

旧マニュアル発行後の施工事例の蓄積の反映、

遮水工の機能高度化・新形式遮水構造・物質挙動

予測手法等の技術開発成果を体系化。 

【参考文献】 

(財)港湾空間高度化環境研究センター刊行物URL 

 http://www.wave.or.jp/pub/index.htm 
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図－２ 遮水工の機能 
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図―１ 陸上処分場と海面処分場の特徴 
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公共事業の構想段階における 

計画策定ガイドラインの策定 
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（キーワード）  計画策定、パブリックインボルブメント、戦略的環境アセスメント 

 

１．はじめに 

 社会資本整備事業おいて、環境影響評価、都市

計画決定より前段階の構想、計画策定段階におけ

る環境配慮、住民参画に関する制度が求められて

いる。そこで、国総研では様々な計画決定手続の

方法について分析を行い、関係者（事業者、利用

者、地権者等）の間で効率的にパブリックインボ

ルブメント（PI）や戦略的環境アセスメント（SEA）

を含んだプロセスについて検討を行った。この検

討結果を受け「公共事業の構想段階における計画

策定プロセスガイドライン」が、平成20年4月1日

事務次官通達として発出された。 

２. 「公共事業の構想段階における計画策定プロ

セスガイドライン」の構成 

 公共事業の構想段階における計画策定プロセス

の体系の中にSEAの住民参加の取り組みを位置づ

けるとともに、計画策定プロセスの透明性、客観

性、合理性、公正性をより向上させるため、計画

策定プロセスを下記3つのプロセスのからなる構

成とした（図）。 

①「計画検討手順」 

計画検討手順は、計画策定プロセスの中で中心的

役割を果たす。計画策定プロセスが透明性、客観

性、合理性、公正性をもって適切に行われるため

のプロセス。 

②「技術・専門的検討」 

構想段階における計画検討手順において、計画案

の選定にいたる手順、検討方法、複数案の絞り込

み法等が、技術的あるいは専門的知見に基づき合

理的かどうか根拠を与えるプロセス。 

③「住民参画促進」 

 計画策定プロセスへの住民・関係者等の参画を

促進し、住民・関係者等との適切なコミュニケー

ションを確保するために講じられる一連のプロセ

ス。住民参画促進においては計画策定者と住民・

関係者等との双方向のコミュニケーションとなる

よう、情報提供、意見の把握、意見の整理・対応

の公表等を適宜実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 計画策定プロセスの体系 

３．戦略的環境アセスメント（SEA）との関係 

 本プロセスは構想段階において経済面、社会面、

環境面等の様々な観点から総合的に判断し合理的

に計画を導き出すこととしており、SEAを内包する

ものとなっている。本プロセス解説を2009年度に

国総研から発行する予定である。 

http://www.nilim.go.jp/lab/dcg/index.htm 
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